














化があげられる。日本の生産年齢人口（15 ～ 64 歳の人口）は減少局面にあ
る。厚生労働省雇用政策研究会が 2015 年に労働供給の予測を発表している
（表 1）。2014 年の就業者数は 6,351 万人であるが、今後経済政策や労働政策
において有効な対応が進まないと、2030 年までに 5,561 万人と、790 万人の
減少が見込まれる。しかし、女性を含む全員参加型社会を実現すれば、2030
年に就業者数は 6,169 万人で、減少は 182 万人にとどめることができるとさ




本特集が注目する若年層（20 ～ 29 歳）に関してみると、若年雇用対策な
どの政策が効果をあげれば、就業者の減少を抑制できるとみられる。特に女
















2020 年 2030 年 2014 年からの変化 2020 年 2030 年
2014 年から
の変化
男女計 6,351 6,046 5,561 － 790 6,381 6,169 － 182
男性 3,621 3,435 3,167 － 454 3,582 3,427 － 194
　20-24 歳 202 193 172 － 30 199 193 － 9
　25-29 歳 303 279 258 － 45 285 267 － 36
　30-34 歳 349 305 285 － 64 309 290 － 59
　35-39 歳 414 344 294 － 120 349 298 － 116
女性 2,729 2,611 2,394 － 335 2,799 2,742 13
　20-24 歳 198 190 169 － 29 201 184 － 14
　25-29 歳 249 229 213 － 36 237 231 － 18
　30-34 歳 251 221 207 － 44 245 243 － 8



























































以上）を 2017 年までに 10％（国内）にするという目標値を掲げて各種施策


































































2020年 2030年 2014年からの変化 2020年 2030年
2014年から
の変化
男女計 6351 6046 5561 -790 6381 6169 -182
男性 3621 3435 3167 -454 3582 3427 -194
　20-24歳 202 193 172 -30 199 193 -9
　25-29歳 303 279 258 -45 285 267 -36
　30-34歳 349 305 285 -64 309 290 -59
　35-39歳 414 344 294 -120 349 298 -116
女性 2729 2611 2394 -335 2799 2742 13
　20-24歳 198 190 169 -29 201 184 -14
　25-29歳 249 229 213 -36 237 231 -18
　30-34歳 251 221 207 -44 245 243 -8































































































































































































































































































































意欲向上策高、両立支援策高 1,125 34.84 5.76
意欲向上策高、両立支援策低 249 32.71 6.26
意欲向上策低、両立支援策高 2,226 31.18 6.41


















の 29.19 ポイントと比べると、6 ポイント弱の違いがある。


























































総数 62.5 34.4 32.1 10.3 28.9 26.4 34.3 14.5 23.1 5.9 12.1 1.3 
　5,000 人以上 90.0 77.0 64.4 49.7 67.8 69.9 62.9 28.8 50.3 33.9 6.0  - 
　1,000-4,999 人 84.9 66.3 53.9 35.2 57.9 54.7 48.3 24.2 43.4 24.1 4.0 0.1 
　300-999 人 76.1 48.8 44.2 23.6 46.3 38.9 43.7 20.6 32.6 17.1 5.9  - 
　100-299 人 71.2 39.7 39.1 14.2 36.6 34.1 43.7 17.9 31.1 8.9 7.6 0.3 
　30-99 人 64.9 34.8 36.8 11.6 30.4 28.2 41.0 16.7 25.6 6.5 8.4 0.8 






















































平均 Ｎ 平均 Ｎ 平均 Ｎ 平均 Ｎ 平均 Ｎ 平均 Ｎ 平均 Ｎ
当てはまる 34.97 1,516 34.04 2,182 34.16 1,784 34.92 1,959 34.81 1,838 36.29 925 36.18 1,104
やや当てはまる 31.90 1,800 31.23 1,675 31.45 1,646 31.09 1,844 31.31 1,876 33.23 1,420 33.09 1,391
どちらともいえない 29.34 883 28.25 576 29.60 890 27.72 854 28.37 820 30.41 1,648 30.16 1,546
あまり当てはまらない 27.41 505 26.78 351 28.08 382 24.55 208 25.65 273 27.96 560 27.36 513
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